
総務省の研究開発等に係る取組について 

平成 2 7 年 1 月 3 0 日  

事務局  

資料１－４ 



研究開発施策の全体像と具体例 （平成27年度要求施策） 
   ・ 課題指定型（本省直轄） 
   ・ 課題公募型（競争的資金） 
   ・ ＮＩＣＴによる研究開発 
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総務省の情報通信分野における主な研究開発スキーム 

企業・ 
大学等 

課題指定型 

委託研究 

委託研究 

研究テーマも含めて公募を行い、 
研究を委託 

実用化に向け、あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、研究を委託 

① ICT重点技術の研究開発プロジェクト  
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共同研究等 

② 競争的研究資金 

③ 独立行政法人情報通信研究機構 
 による研究開発 

  （戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE））  

総務省が示す中期目標に基づく研究
開発を、運営費交付金により実施 

課題公募型 

総合科学技術・ 
イノベーション 

会議 

ＩＴ総合戦略本部 

ＩＴ総合戦略 

科学技術基本計画 

資源配分方針 

平成２６年度ＩＣＴ関係予算（全体） 
１，１８５億円 

約１１５億円※ 

約３０億円※ 
 

※電波利用料を含めた額 

２８１億円 



公募により将来ニーズを取り込んだ目標設定・評価 

知財データベースの
活用 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の
研
究
開
発
に
よ
る 

新
事
業
・新
産
業
の
創
出 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
創
出
し 

国
と
地
方
で
元
気
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競争的資金による公募型研究開発 
   （基礎研究等）             （ビジネス実証） 

設定型研究開発（国家プロジェクト化） 

事業化責任者の明確化 

「独創的な人向け
特別枠」※ 

発見・科学的知見 実用性検証 実現可能性 製品化  製品展開（国内・国外） 
死の谷 研 究 開 発 フ ェ ー ズ 事 業 化 ・ 産 業 化 フ ェ ー ズ 

コンセプト実証 開発 

常時応募可能な「ビジネス
モデル実証フェーズ」※ 

i ii iii 

ICT分野のイノベーション創出に向けた仕組み 

ベンチャーキャピタル等による評価、失敗の分析 

国際共同研究の強化 知財・広報専門家等からの支援 

■ 情報通信審議会情報通信政策部会イノベーション創出委員会において、わが国発のイノベーションの創出を
実現するための方策を調査・検討し、平成２５年７月５日に中間答申、平成２６年６月２７日に最終答申。 

■ イノベーション創出に向け、①独創的な人材による挑戦への支援、②事業化への「死の谷」を乗り越える支援、
③国が取り組むべき技術分野等について提言。 

「ICTイノベーション
創出チャレンジ 

プログラム」 
（I-Challenge!） 
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「異能vation」 

答申を踏まえ、 

H26年度から実施 

答申を踏まえ、 

H26年度から実施 

※  ※  

ICT分野のイノベーション創出に向けた情報通信技術政策 



 巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の研究開発 

■ 次世代光ネットワーク技術の研究開発の推進 

 

• 超高精細映像やビッグデータ等の流通によってネットワークの通信量が急増すると共に、ネットワークの消費電力も通信量
に比例して増加。 

• これらに対応するため、超高速・低消費電力な、「次世代光ネットワーク技術の研究開発」を実施。 

• これまでに、世界に先駆けて100ギガビット級光伝送用信号処理チップの開発に成功し、光ネットワークに関する国際標準を
獲得し、世界に先駆けた製品化と市場展開を達成。（光伝送用信号処理チップの国際シェアは50%(2012年)） 

• 現在普及しつつある毎秒100ギガビット級の伝送技術よりもさらに低消費電力化を実現しつつ10倍に高速大容量化した世界
最先端の毎秒１テラビット級の光伝送技術の研究開発について、平成27年度予算要求において新規要求。  

 （１Ｇ（ギガ）＝１０の９乗（１０億）、１Ｔ（テラ）＝１０の１２乗（１兆）） 
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【主な経費】 巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の研究開発 平成27年度予算案：６億円（新規） 

H21年度 
(2009年度) 

H22年度 
(2010年度) 

H23年度 
(2011年度) 

H24年度 
(2012年度) 

H25年度 
(2013年度) 

H26年度 
(2014年度) 

H27年度 
(2015年度) 

H28年度 
(2016年度) 

H29年度 
(2017年度) 

H30年度 
(2018年度) 

２００９～２０１１年度 

毎秒１テラビット 毎秒100Gビット 

２０１２～２０１４年度 

毎秒400Gビット 

標準化 
競争中 

100G 
市場投入 

400G 
市場投入 40G 100G 400G 

２０１５～２０１７年度 

現在研究開発を実施中 
標準化 
検討 

世界各国の海底ケーブルに導入 
・日－シンガポール（7,800km）、インド－フランス（12,000km）等 

市場における
導入技術 

国際標準化、実用化 

2020年頃に 
現在の約10倍の 
通信容量を確保 

NICT:         オール光ネットワークの提供を目指した長期的な基盤技術の研究開発 
成果の活用 成果の活用 成果の活用 

総務省：   オールジャパン体制による研究開発 



■ 「グローバルコミュニケーション計画の推進」 

     - 多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証 -    ２７年度予算案：１４億円（新規） 

• NICTでは、２００６年から多言語音声翻訳技術の研究開発に取り組み、 

現在、スマートフォンアプリ「VoiceTra4U」として一般に公開。 

• ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて社会実装し、「言葉の壁」がない社会を ショーケース 

として世界に発信すべく、研究開発、多様なアプリケーションの社会実証を推進 

VoiceTra4U 
総合科学技術会議本会議(2007年1月30日)において、
安倍総理、高市科学技術政策担当大臣（当時）にデモ  

【出典】 NNNニュース 

病院 ショッピング 

観光 防災 

社会実証 

… 

当時の翻訳端末 

2007年 

研究開発 
対応言語や語彙の拡大 

翻訳精度の向上 

多様なアプリケーションの社会実証 

2020年 

多言語音声翻訳技術の研究開発・社会実証 5 



医療・介護・健康、教育、防災、交通、社会インフラ等へのＩＣＴの活用 

■  スマートな社会インフラの維持管理 

【主な経費】 スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立  平成２７年度予算案：１．5億円（２６年度 ２．１億円） 

• 社会インフラの老朽化を踏まえ、ＩＣＴを活用した社会インフラの効果的・効率的な維持管理を実現するため、センサー等で
計測したひずみ、振動等のデータを、高信頼かつ超低消費電力で収集・伝送する通信技術等を確立 
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• 交通事故死者数の低減に向けて、様々な交通環境下における大規模実証実験等を行うことで、車、道路、歩行者をつなぐ

高度な情報通信技術（車車・歩車間通信等）を活用した安全運転支援システムの早期実用化を推進 

■ 次世代ＩＴＳの実現 

【主な経費】 次世代ＩＴＳの確立に向けた通信技術の実証  平成２７年度予算案 ：１億円（２６年度 ２．１億円）  

歩車間通信により 
歩行者の急な飛び出し 

による衝突回避 車車間通信により 
見通しの悪い道路での 
出会い頭衝突事故防止 

車車間通信により 

緊急車両の接近情報を周囲
へ伝達することで 

スムーズな走行を支援 

安全運転支援システムの実現 

 医療・介護・健康、教育、防災、交通、社会インフラ等へのＩＣＴの活用③ 7 



電波資源拡大のための研究開発 

周波数のひっ迫状況を緩和し、新たな周波数需要に的確に対応するため、平成17年度から、電波利用料の
使途として、電波資源拡大のための研究開発を追加。また、平成25年度より、独創性・新規性に富む萌芽的・
基礎的な研究テーマの提案を広く公募する方法を導入。 
平成27年度は、移動通信システム、ミリ波・テラヘルツ波システム、次世代放送・衛星通信システム、電磁環
境解析・測定システム等を実現するための技術の研究開発を実施。 (平成27年度予算案：78.9億円  （26年度 80.6億円）） 

携帯電話・無線アクセス・無線LANの通信速度 

無線アクセス 

携帯電話 
 

第4世代 
(IMT-Advance) 

数kbps 384kbps 14Mbps 100Mbps 

11Mbps 54Mbps 300Mbps 1Gbps 

20～40Mbps 100Mbps 

無線LAN 

広域化 

モバイル化 

●高速移動時
100Mbps 

 

●低速移動時
1Gbps 

広帯域移動無線アクセス(BWA)システム 高度BWA 

802.11b 802.11a/g 802.11n 802.11ac 

第3世代 
（2001年～） 

第2世代 
（1993年～） 

第3.5世代 
（2006年～） 

第3.9世代 
（2010年～） 

第1世代 
（1980年代） 

                      2000年          2005年          2010年          2015年 

相当規模の周波数の確保が必要 

高い周波数への移行を促進する技術 

周波数の共同利用を促進する技術 

周波数を効率的に利用する技術 

周波数の再編 

電波資源拡大のための
研究開発 

更なる電波の有効利用を 
実現する技術の開発 
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移動通信システムのトラヒックの現状 

※移動通信事業者６社（NTTﾄ゙ｺﾓ､ＫＤＤＩ､ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ､ｲ ・ーｱｸｾｽ､UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽ､゙
Wireless City Planning）の協力により移動通信のトラヒック（非音声）を集計 
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(Gbps) 

３年で５倍超に増加 



 情報通信分野において、独創性・新規性に富む研究開発課題を、大学・独立行政法人・企業・地方公共団体の研究機関など
から広く公募し、外部有識者による選考評価の上研究を委託することで、地域や研究開発実施者に主体性のある先端技術の
研究開発を支援する競争的資金。 Strategic Information and Communications R&D Promotion Programme （SCOPE) 

戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE） 

（平成27年度予算（案）24.2億円、電波利用料財源4.6億円を含む） 

平成27年度実施予定プログラム 

（１）重点領域型研究開発 

ＩＣＴ分野で国として取り組むべき重点分野において、①イノベーションを創出する先進性、新規性に富む技術の研究開発や、②先進的な通信アプ
リケーションの研究開発を推進。 

（２）若手ICT研究者等育成型研究開発 

ICT分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成することや中小企業の斬新な技術を発掘するために、若手研究者又は中小企業の研究者が
提案する研究開発（ビッグデータの利活用のための研究開発を含む）を推進。 

（３）電波有効利用促進型研究開発 

電波の有効利用をより一層推進する観点から、新たなニーズに対応した無
線技術をタイムリーに実現するとともに、電波利用環境を保護するための
技術の研究開発を推進。 

（４）地域ＩＣＴ振興型研究開発 

ＩＣＴの利活用によって地域貢献や地域社会の活性化を図るために、地域
に密着した大学や、地域の中小・中堅企業等が提案する研究開発を推進。 

（５）国際標準獲得型研究開発 

我が国の国際競争力の向上を図るため、外国政府との合意に基づき実施
する国際共同研究を推進。 

（６）独創的な人向け特別枠 異能(inno)vation 

ＩＣＴ分野において、破壊的な地球規模の価値創造を生み出すために、大
い なる可能性がある奇想天外で野心的なＩＣＴ研究課題に挑戦する独創
的な人材を支援。閉塞感を打破し、異色多様性を拓く。 
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SCOPE 平成27年度実施予定のプログラムの概要 

対象とする研究開発課題 
研究開発経費※ 

（年度当たりの上限額） 
研究開発期間 備考 

重点領域型研究開発 

（ICTイノベーション創出型） 
 国として今後取り組むべき現時点の課題を分類及び整理した
「研究開発戦略マップ」において、イノベーションを創出する独創
性や新規性に富む研究開発課題。 

フェーズⅠ：    ５００万円 
フェーズⅡ： ３,０００万円 

フェーズⅠ：１か年度 
フェーズⅡ：最長２か年度 

平成27年度統合 
（先進的通信アプリケーション開発型） 
①タイプⅠ： 民間企業による新世代ネットワークの機能を用い
た大規模な検証を必要とする先進的な通信アプリケーション
の研究開発課題。 

②タイプⅡ： 大学や中小企業等が提案する新世代ネットワーク
の機能を用いた先進的な通信アプリケーションの研究開発課
題。 

 
①４,０００万円 
 
 
②フェーズⅠ： １,０００万円 
フェーズⅡ： ４,０００万円 

 
①１か年度 
 
 
②フェーズⅠ：１か年度 
フェーズⅡ：１か年度 

若手ICT研究者等 
育成型研究開発 

 ＩＣＴ分野の研究者として次世代を担う若手人材を育成すること
や中小企業の斬新な技術を発掘するために、若手研究者又は
中小企業の研究者が提案する研究開発課題（ビッグデータの利
活用のための研究開発課題を含む）。 

フェーズⅠ：    ３００万円 
フェーズⅡ： １,０００万円 

フェーズⅠ：１か年度 
フェーズⅡ：最長２か年度 

若手研究者（39歳
以下等）、または
中小企業研究者 

電波有効利用促進型
研究開発 

（先進的電波有効利用型） 
 電波の有効利用に資する先進的かつ独創的な研究開発課題。 

フェーズⅠ：    ５００万円 
フェーズⅡ： ３,０００万円 

フェーズⅡからの
提案も公募 

（若手ワイヤレス研究者等育成型） 
 若手研究者又は中小企業の研究者が提案する電波の有効利
用に資する先進的かつ独創的な研究開発課題。 

フェーズⅠ：    ３００万円 
フェーズⅡ： １,０００万円 

若手研究者（39歳
以下等）、または
中小企業研究者 

地域ICT振興型 
研究開発 

 地域に密着した大学や地域の中小・中堅企業等が実施する、
地域固有の社会的・経済的課題の解決や地域社会・経済活動
の活性化に寄与する研究開発課題（「地域イノベーション戦略」
の全体構想の実現に資すると認められる課題を含む）。 

フェーズⅠ：    ３００万円 
フェーズⅡ： １,０００万円 

国際標準獲得型 
研究開発 

 外国政府との合意に基づきテーマを定めて公募する研究開発
課題。 

１億円程度 
※外国政府との合意 

に基づく 

３か年程度 
※外国政府との合意 

に基づく 

※別途、間接経費（直接経費の３０％を上限 ）を配分（国際標準獲得型研究開発を除
く。）。 
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■ 独創的な人向け特別枠 「異能vation」 
i    nno 

• 地球規模の価値創造につながる破壊的イノベーションの芽を育てるため、奇想天外で野心的な研究課題に

挑戦する独創的な人材を支援 

 独創的な人材の育成 「異能vation」 11 

【主な経費】戦略的情報通信研究開発推進事業  平成27年度予算案 19.5億円の内数（26年度 21億円の内数） 

（野心的な 
  技術目標） 

 支援対象： 
独創的なアイデア
を持つ個人 
義務教育修了者 

総務省 プログラム評価委員会 業務実施機関の評価、採択案件やスーパーバイザーの承認 

再
挑
戦 

  失敗してもゴー
ルへの道筋がたて
られ、方向性が 

 明確になった課題
は「高評価」 

支援額：300万円(上限) 

支援期間： 1年間 

採択件数： 10件程度 

 
 
 
 
 

伊藤 穰一 
MITメディア 
ラボ所長 

 
 
 
 
 

上田 学 
WEBエンジニア 

GoogleMAP 
を多言語化 

 
 
 
 
 

川西 哲也 
NICT光通信基盤

研究室長 

 
 
 
 
 

高橋 智隆 
ロボ・ガレージ 
代表取締役社長 

 
 
 
 
 

西川 徹 
Preferred 
Networks 

CEO 

 
 
 
 
 

原田 博司 
京都大学 
情報学研究科 

教授 

 
 
 
 
 

外村 仁 
エバーノート
ジャパン 
会長 

 
 
 
 
 

牧野 友衛 
Twitter Japan 
執行役員  

 
 
 
 
 
 

まつもと  
ゆきひろ 

Ruby Assoc. 
理事長 

ICT分野で世界的に活躍するスーパーバイザー（9名） 挑戦者の選考・研究の助言・評価等 

ゴールへの道筋が 
明確になる価値ある
「失敗」を奨励  
→ 繰返し応募可能 

業務実施機関（角川アスキー総研） 

卒
業 



主要ベンチャーキャピタル等（３１社）が参加 

■ 「I-Challenge!」 “ICTイノベーション創出チャレンジプログラム” 

• ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支援 

 
 
 
 
 
 
    

プロトタイプ 
試作・デモ 

知財化 検証 

ビジネスモデルの実証 

大企業等との 

マッチング 

ライセンシング 

ＩＰＯ 

Ｍ＆Ａ 

新サービス 

投入 

民間資金の呼び込み 

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept) 

事業化 

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む 

◆補助金 ①１億円以内 （間接経費30％含む) （補助率 企業：2/3、大学等：10/10） 
      ②1000万円以内 （一般管理費10%含む） （補助率：2/3） 

事業化支援の専門家 
（ベンチャー 
キャピタル等） 

事業化を目指す 
ベンチャー企業等 

【事業イメージ】 

公募（常時応募可能） 

ベンチャー企業 
・大学等 

ベンチャー 
キャピタル等 

12  事業化への支援 「I-Challenge !」 

【主な経費】 ICTイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!)   平成27年度予算案3.7億円（26年度 5.0億円） 



新技術の実用化・事業化における課題について 

 我が国においては、研究成果の実用化・事業化を図る際に必要となる開発資金やノウハウ等の不足（いわゆる「死の谷」）
を乗り越えるための支援を得にくいことが現状。 

２０１１年 米国 日本 

VCファンド総額 17兆円 （新規1.6兆円） 6,495億円 （新規390 億円 ） 

投資社数 3,118社 292 社 (国内JVCA回答）  

投資金額 2.5兆円 211億円（国内JVCA回答）  

1社平均投資額 5億円 58百万円 

出展：JVCA2012年「JVCA投資動向調査」結果概要、NVCA Yearvook 2012、為替は2011年末TTM86.58 

 特に、事業化コンセプトの検証や試作品の開発に取り組む段階では、成果の予見が難しく、リスクの把握が困難なため、 
日本では民間資金（リスクマネー）による投資を得ることが困難。 

 このため、我が国が有する技術力やアイデアは世界的にも十分な競争力を持つにも関わらず、挑戦する土壌がないため
に、「死の谷」を克服できず、事業化に至らず、死蔵・陳腐化することが多い。 

このような「死の谷」の問題を克服するため、民間資金（リスクマネー）の導入を促すための事業化コンセプトの
検証や試作品の開発を支援する取組が不可欠。 

13 



現在の中期目標・計画におけるＮＩＣＴの研究開発領域 

Ⅳ ．電磁波センシング基盤技術 

 高精度な環境情報や時刻情報を 

容易に安全に利用できるようにする 

Ⅰ．ネットワーク基盤技術 

情報量の増大、消費電力の低減等の要請に応える 

安心・安全なネットワークを実現する 

Ⅲ ．未来ＩＣＴ基盤技術 

未来の情報通信にパラダイムシフトをもたらす 

 

 

Ⅱ．ユニバーサルコミュニケーション基盤技術 

様々な壁を超えて人に優しい 

コミュニケーションを実現する 

Selamat pagi! 

おはよう 

早晨好! 좋은 아침! 

光通信、ワイヤレス通信、ネットワークセキュリティなどの技術の研究開発を
進めることにより、環境負荷を低減し、大容量で高度な信頼性・安全性を備え
た新世代ネットワークの実現を目指す。 

多言語翻訳、超臨場感通信などの技術の研究開発を進めることにより、
言葉の壁を越えたコミュニケーションや高度な臨場感を伴う遠隔医療な
ど、 

        人と社会にやさしいシステムの実現を目指す。 

時空標準、電磁環境、電磁波センシングなどの技術の研究開発を進めること
により、災害や気候変動要因等を高精度にセンシングする技術、電磁波を安
全に利用するための計測技術等の利用促進を目指す。 

脳・バイオICT、ナノICT、量子ICT、超高周波ICTなどの技術の研究開発を進め
ることにより、未来の情報通信にパラダイムシフトをもたらす新たな情報通信概
念と技術の創出を目指す。 

●独立行政法人 情報通信研究機構 (NICT) はICT分野を専門とする我が国唯一の公的研究機関 
●役職員数：理事長 坂内正夫 (前国立情報学研究所所長)、理事５名、監事２名、常勤職員411名 
●平成27年度予算案：274億円 所在地：小金井市 (本部)、横須賀市、神戸市、京都府精華町 (けいはんな) 

オール光 

ネットワーク 
サイバー攻撃 

の解析 

超臨場感 

通信 

多言語 

翻訳 

脳情報 

通信 

量子通信 

のための 

光子検出器 

航空機搭載 

合成開口
レーダーに 

よる火口の 

観測 

フェーズドアレイ 

気象レーダーに 

よるゲリラ豪雨の 

観測 

14 



これまでの主な研究開発の取組等 

15 



年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

 
 
 

ユビキタスネットワーク社会の実現に向けた基盤技術の確立  ビッグデータ時代に
対応するネットワー
ク基盤技術の確立 

平成20年度 
(2008年度) 

平成21年度 
(2009年度) 

平成22年度 
(2010年度) 

平成23年度 
(2011年度) 

平成24年度 
(2012年度) 

平成16年度 
(2004年度) 

平成17年度 
(2005年度) 

平成18年度 
(2006年度) 

平成19年度 
(2007年度) 

研究開発 

標準化 （ITU、IEEE、OIF等） 標準化 

成果展開 

ネットワーク技術の研究開発 

平成25年度 
(2013年度) 

平成26年度 
(2014年度) 

平成27年度 
(2015年度) 

低炭素社会の実現に向けたグ
リーンネットワーク基盤技術

の確立 

平成15年度 
(2003年度) 

平成28年度 
(2016年度) 

・2010年「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに簡単につながる 

ユビキタス特区事業 

高速・大容量通信のための光ネットワーク技術の確立 

u-Japan政策 

e-Japan戦略Ⅱ 政府／ 
総務省 
政策 

スマート・ジャパ
ンICT戦略 

ICT成長戦略 

IT新改革戦略 
e-Japan
戦略 

i-Japan戦略
2015 

新たな情報通信技術戦略 
世界最先端IT国家総合

宣言 

ユビキタスネットワーク技術の研究開発 

ユビキタスセンサーネットワーク技
術に関する研究開発  

アジア・ユビキタスプラットフォーム
技術に関する研究開発  

ユビキタス・プラットフォーム技術の
研究開発  

膨大な数の極小
データの効率的な
配送基盤技術の研
究開発  

ロバストなビッグ
データ利活用基盤
技術の研究開発 

ネットワーク仮想化技術の研究
開発  

変動する通信状況に適応する省エネなネットワーク
制御基盤技術の研究開発  

脳の仕組みを活かしたイノベー
ション創成型研究開発 3億円 

低消費電力型通信
技術等の研究開発 

グリーンネットワー
ク基盤技術の研究
開発 

クラウドサービスを支える高信頼・省電力ネット
ワーク制御技術の研究開発  

消費エネルギー抑
制ホームネットワー
ク技術の研究開発 

ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研究開発 

次世代バックボーンに関する研究開発 

超高速光伝送シス
テム技術の研究開
発 

超高速光エッジノード技
術の研究開発  

超高速・低消費電力光ネットワーク技術
の研究開発  

平成29年度 
(2017年度) 

平成30年度 
(2018年度) 

巨大データ流通を支える次世代光ネッ
トワーク技術の研究開発 

Active JapanICT

戦略 

毎秒100ギガビット 
光伝送・交換技術 

毎秒400ギガビット 
光伝送・交換技術 

毎秒１テラビット 
光伝送・交換技術 

スマート・ユビキタス
ネット社会実現戦略 

端末協調・制御技術 

端末リアルタイム認証技術 

同一通信サービス環境提供技術 センサー間ネットワーキング技術 

多国間認証技術 

システム間連携技術 

電子タグ読書技術 

位置検出技術 

自己組織的制御技術 

ネットワーク資源管理・制御技術 

自己組織型ネットワーク制御技術 

ネットワーク省電力化技術 

大容量伝送・中
継技術 

分散型バックボーン構築技術 

ネットワークに接続されたすべての端末を協調・制御する技術、すべての
端末のリアルタイム応答・認証技術等を確立することで、あらゆるモノが
ネットワークに接続可能な基盤技術を確立。 

電源供給が不安定な環境下におけるネットワー
クの省電力化を実現 

様々なネットワークを仮想的に統合
し、リソースを柔軟にかつ効率的に運
用管理する技術を確立。 
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ネット
ワークの
耐災害性
強化 

大規模災害時における移
動通信ネットワーク動的
制御技術の研究開発 

大規模通信混雑時における
通信処理機能のネットワーク
化に関する研究開発 



研究開発 

光ネットワーク技術の研究開発 

NICT 

総務省 

400G標準化競争（IEEE、ITU、OIF） 
2011年にIEEEでは議論開始。2016年頃に完了見込み。 

100G光伝送・交換の製品開発・市場展開 （世界各国の海底ケーブルに導入など） 

100G標準化（ITU、IEEE、OIF） 

超高速光伝送システム技術の研究開発（H21） 
超高速光エッジノード技術の研究開発（H22,H23） 
 

毎秒１テラビットの 
光伝送・交換技術 

毎秒100ギガビットの 
光伝送・交換技術 

超高速・低消費電力光ネットワーク
技術の研究開発（H24-H26） 

毎秒400ギガビットの 
光伝送・交換技術 

巨大データ流通を支える
次世代光ネットワーク技術
の研究開発(H27-H29) 

100G光伝送用
チップ 100G光トランシーバの製品化 

H22年度 
(2010年度) 

H23年度 
(2011年度) 

H24年度 
(2012年度) 

H25年度 
(2013年度) 

H26年度 
(2014年度) 

H27年度 
(2015年度) 

第2期中期計画 第3期中期計画 

    「フォトニックネットワークに関する研究開発」（情報通信研究機構） 

成果の活用 成果の活用 

・・・ 

第４期中長期計画 ・・・ 

H28年度 
(2016年度) 

国際標準化 

成果展開 

17 

陸上基幹ネットワークや 

海底ケーブルへの導入 

H21年度 
(2009年度) 



 研究開発  

多言語音声翻訳技術の研究開発 

NICT 

総務省 

民間企業による多様な携帯アプリ等の展開 

対応分野と対応言語の拡大 
翻訳精度の向上 

翻訳アプリの全国展開 

グローバルコミュニケーション計画
の推進-多言語音声翻訳技術の研究
開発及び社会実証-(H27-H31) 

H22年度 
(2010年度) 

H23年度 
(2011年度) 

H24年度 
(2012年度) 

H25年度 
(2013年度) 

H26年度 
(2014年度) 

H27年度 
(2015年度) 

第2期中期計画 第3期中期計画 

    「多言語音声翻訳技術の研究開発」（情報通信研究機構） ・・・ 

第４期中長期計画 ・・・ 

H28年度 
(2016年度) 

H21年度 
(2009年度) 

グ
ロ
ー
バ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
計
画 

VoiceTra4U 

2012.7 

NariTra 

（成田国際空港（株）） 
おはなしアシスタント 

（au） 

2011.12 2012.3 2013.7 

しゃべってコンシェル 

（NTTdocomo） 

（内閣府）社会還元加速プロジェクト 
「言語の壁を乗り越える 
 音声コミュニケーション技術の実現」 

地域の観光振興に貢献する 
自動音声翻訳技術の 
実証実験（H21） 

全国５カ所で実証を実施 
旅行会話の音声認識・ 
翻訳精度が向上 

成果の活用 
2008～ VoiceTra 

2010.7 

   通信プロトコルの国際標準化（ITU F.745、H.625） 
 多言語音声翻訳システムの国際接続に必要な標準を策定 

   国際共同研究体（U-STAR）組成 
 他国の研究機関等と連携して音声翻訳技術の多言語化を推進 

2010.10 

2010.6 

研究成果を携帯アプリと
して無償公開 

グローバルコミュニケーション 
開発推進協議会 

産学官によるグローバル 
コミュニケーション計画の推進組織 

成果展開 

国際展開・ 
国際標準化 
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ロボット遠隔操作 

テレワーク 

開発 

競争 

ATRacker 

Geminoid 

 HI-1 

•地点内を移動 
•道案内会話 

平成20年度 
(2008年度) 

平成21年度 
(2009年度) 

平成22年度 
(2010年度) 

平成23年度 
(2011年度) 

平成24年度 
(2012年度) 

原発建屋内モニタリング 
技術開発
概要 

動線・観光入込 

客計測統計 

電動車いすロボット 

平成16年度 
(2004年度) 

平成17年度 
(2005年度) 

平成18年度 
(2006年度) 

平成19年度 
(2007年度) 

ﾈｯﾄﾜｰｸ・ﾋｭｰﾏﾝ・ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの総合的な研究開発 
（ﾈｯﾄﾜｰｸﾛﾎﾞｯﾄ技術）      H16～20 

ライフサポート型ロボット技術に関する研究開発 

・３タイプ（ﾋﾞｼﾞﾌﾞﾙ、ｱﾝｺﾝｼｬｽ、ﾊﾞｰﾁｬﾙ）が協調・連携 
・ネットワークに繋がりコンテンツを安心・安全に送受信 
・行動・状況認識や状況を踏まえた高度対話 

•一人が数台を操縦 
•地点間を移動、会話 

開発技術 

フィールドマーケティング 

案内サービス市場展開 

ホンダASIMO 

との連携実験 

(2008年12月 

22日報道発表） 

Geminoid F 
異種ロボットに利用可能な 

動作シナリオ作成編集ソフト 

ロボット用 

CPUボード 

Robovie 各種販売 

（2004年11月2日報道発表） 

ホビーロボット市場展開 

柔らかい皮膚を持つ 

ロボットと 

触覚センサネットワーク回路販売 

人々の位置を認識し
ながらRobovieと他
ロボットが連携 

伊DustBotとの 

連携実験 

 (2009年1月 

  28日報道） 

ロボット対話インタフェース(OMG) 対話技術 

標準化中 

                                                       ロボット用位置情報記述(OMG)    

ロボットプラットフォーム技術 

アンコンシャスセンシング技術 

ネットワークシステム技術 

ロボットコミュニケーション技術 

ロボット 
技術 

高度対話 
技術 

環境知能技術 

ロボット対話技術 

遠隔操作I/F 技術  サービス連携技術 

ロボットサービス連携プラットフォーム
(ITU-T SG16 Q25: UNR-PF) 

ロボット用空間情報記述 (OGC: City GML等) 

標準化 

今後の成果展開 

成果展開 
ホンダASIMO 

との連携検討中 

空間管理台帳技術 

連携プラットフォーム技術 

ロボット 

インターフェース技術 

高齢者コミュニティー支援 

（平成23度第3次補正 災害対応に資するネットワーク・ロボット技術の
研究開発） 

H25.3.16 

勧告化 

ネットワークロボット技術の研究開発 19 



政府全体の取組 
総合科学技術・イノベーション会議 
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 内閣総理大臣、科学技術政策担当大臣のリーダーシップの下、各省より一段高い立場から、総合的・基本的な科学技術・イノベー
ション政策の企画立案及び総合調整を行うことを目的とした「重要政策に関する会議」の一つ（平成13年1月設置）。平成26年5月、内
閣府設置法の改正により、「総合科学技術・イノベーション会議」に名称変更。主な役割は以下のとおり。 

 ① 科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るための基本的な政策（科学技術基本計画等）の調査審議 
 ② 科学技術の振興に関する重要事項（科学技術に関する予算）の調査審議 
 ③ 科学技術に関する大規模な研究開発等を評価 
 ④ 研究開発の成果の実用化によるイノベーションの創出の促進を図るための環境の総合的な整備に関する重要事項の調査審議  

（議長） 内閣総理大臣 

（議員） 内閣官房長官、科学技術政策担当大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、経済産業大臣  
      有識者議員（両院の同意を経て内閣総理大臣が任命（任期３年）） 

平野俊夫議員   
（非常勤） 

大阪大学総長 

大西隆議員 
（非常勤） 

日本学術会議会長 

中西 宏明議員 
（非常勤） 

（株）日立製作所代表執行
役 執行役会長兼CEO 

小谷元子議員 
（非常勤） 

東北大学原子分
子材料科学高等
研究機構長 

● 第２回    平成26年6月24日 科学技術イノベーション総合戦略の策定について、革新的研究開発推進プログラムについて 等 
                      ※「科学技術イノベーション総合戦略2014」を決定 

● 第３回          7月17日 平成27年度科学技術に関する予算等の資源配分の方針について 等 

● 第４回          9月19日 H27年度科学技術関係予算における重点化対象施策の特定 等 

● 第５回          10月22日 SIPの平成26年度追加配分、科学技術基本計画 等 

● 第６回（持ち回り）   11月17日 ヒトＥＳ細胞の樹立に関する指針及びヒトＥＳ細胞の分配と使用に関する指針について 

● 第７回    平成27年1月13日 国家的に重要な研究開発の評価について、平成27年度科学技術予算編成に向けて 等 

 

 

総合科学技術・イノベーション会議の概要 

構成員 

最近の開催状況 

概 要 

橋本和仁議員 
 （非常勤） 

東京大学大学院 
工学系研究科教授  

久間和生議員 
（常勤） 

元三菱電機（株） 
常任顧問 

原山優子議員 
（常勤） 

元東北大学大学院 
工学研究科教授 

内山田竹志議員 
（非常勤） 

トヨタ自動車（株） 
取締役会長           

21 



総合科学技術会議の司令塔機能強化 

総合科学技術会議・内閣府の各省に対する司令塔機能を抜本的に強化して、科学技術イノベー
ション政策を強力に推進 

「科学技術イノベーション総合戦略」    
「日本再興戦略」 
              （平成25年６月閣議決定） 

日本経済再生を強力に推進するため、科学技術イノベーショ
ン政策の重点課題として、総合科学技術会議の司令塔機能
強化方針（予算措置、法律改正の実施を含む）等を閣議決定 

３．革新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰＡＣＴ） 

１．政府全体の科学技術関係予算の戦略的策定 

 進化した「科学技術重要施策アクションプラン」等により、各府省の概算要求の検討段階から総合 
科学技術会議が主導。政府全体の予算の重点配分等をリードしていく新たなメカニズムを導入。       
（大臣が主催し、関係府省局長級で構成する「科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ予算戦略会議」を４回開催） 

 総合科学技術会議が府省・分野の枠を超えて自ら予算配分して、基礎研究から出口（実用化・事業化）
までを見据え、規制・制度改革を含めた取組を推進。  

 科学技術イノベーション創造推進費：（H26当初予算） ５００億円 （新規）          

 実現すれば産業や社会のあり方に大きな変革をもたらす革新的な科学技術イノベーションの創出を目
指し、ハイリスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を推進。 （H25補正予算）５５０億円（予算計上は文科省）          

イ  ン  パ  ク  ト 

内閣府設置法の一部を改正する
法律案（予算関連法案） 

独立行政法人科学技術振興機
構法の一部を改正する法律 

２．戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） 
エスアイピー 

（平成２５年２月第183回国会 安倍総理施政方針演説） 
「世界で最もイノベーションに適した国を創り上げます。総合科学技術会議がその司令塔です。」 
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24 イノベーションシステムの変革 



第５期科学技術基本計画の策定に向けた動き 25 

・基本計画専門調査会の設置 

第５回総合科学技術・イノベーション会議（10月22日）において「平成28年度から５か年の科学技術基本計画」が諮問され、同会議において、国内
外の情勢を踏まえて科学技術基本計画について調査・検討策定を行うための「基本計画専門調査会」の設置が決定された。 
「基本計画専門調査会」は調査検討を行うために専門委員を置き、おおむね１年半を目途として結果を取りまとめるとされている。 

・第５期科学技術基本計画に向けた有識者議員提言 

また、同会議において「第５期科学技術基本計画」に向けて有識者議員から意見書が提出された 

状況認識 第５期科学技術基本計画において検討すべき事項 

（科学技術イノベーションを巡る大変革時代の到来） 
・ネットワークの形成により、情報、人、物流、金融等が相互に結びつき
影響を与えあう世界へと加速度的に進展しており、データ駆動型イノベー
ションが台頭。 
・従来の「リニア」な研究開発モデルだけではなく、研究開発のあらゆる
段階から直ちに実用化され科学技術イノベーションにつながり得る、オー
プンでダイナミックな新しいモデルが台頭。すでにIoTなどの新たな価値創
造プロセスの萌芽が見られるが、この動きは想像を超えたスピードで進み、
あらかじめ確たる予想ができないようなものになっていく可能性。 
（イノベーション政策の世界的な競争） 
・このような時代では基礎体力の重要性が増すとともに、イノベーション
が興りやすい柔軟なシステムを全体として構築する必要。 

①科学技術イノベーション人材の育成・流動化 
・柔軟かつ正当な評価及び多様な人材が触発しつつ知的創造活動が行えるよ
うな仕組みの構築 
・大学、研究開発法人、企業など全ての関係主体における人材育成・流動化
に向けた取組の推進 
②新たな「知」の創造の強化に向けた組織・制度の改革 
・基礎的研究力の底上げを図るため、大学や国立研究法人の在り方の変化を
視野に入れながら機能強化 
③研究資金の改革 
・基盤的経費と競争性のある資金とのバランスや切れ目のない支援等 
④科学技術イノベーションの協働の深化と地域からの創発の促進 
・「橋渡し」の着実な推進と全国への水平展開等 
・ベンチャーや中堅・中小の活力、大手企業の事業基盤なども取り込んだ地
域発のイノベーションの促進。創造的活動を行う新たな産学連携関係の構築。 
⑤国が主導すべき研究開発 
・国の存立に係る技術や基盤的・横断的な技術への積極的な国の関与及び在
り方の明確化。 
⑥戦略的な国際展開 
・知財、国際標準、ルール作りや戦略的外交等への取組 
⑦国民とのコミュニケーション 
・持続的発展のため、国民に対し説明し、理解と信頼を得るための継続的努
力。 
⑧研究開発投資の目標 
・計画期間中の研究開発投資の目標額等についての明確化 
 
 このほか「2020年オリンピック・パラリンピック東京大会を科学技術イノ
ベーションの成果等を世界に示す機会とすべき」と記載されている。 

基本的な方向性 

・SIPやImPACTの取組等、国を挙げた科学技術イノベーションに取り組む体
制が形作られており、進化する情報技術を幅広く活用しつつ引き続き推進。 
・新たな可能性に挑戦するための深い知識に基づいた基礎体力を育み、個
別の「知」を繋ぎ、システムとして全体最適を可能にするための「融合」
「協働」の土壌の創出。 
・企業、大学、国等の主体が有機的に繋がり、全体最適の観点から日本の
強みを最大限に引き出すことができるイノベーションシステムの構築が急
務。あわせて、自由で柔軟な発想を持ち、多様な主体と連携し、先見性を
持った行動ができる科学技術イノベーション人材の活用が重要。 
・失敗を恐れず常に新しいことに挑戦していける人を受容できる環境の創
出、挑戦を正当に評価する社会を形成。 
・総合科学技術イノベーション会議は全体俯瞰しつつ、強力な推進力を発
揮。 

http://www.nict.go.jp/index.html


課題名 PD名 PD所属 配分額 

革新的燃焼技術 杉山 雅則 トヨタ自動車 
エンジン技術領域 領域長 

20.0
億円 

次世代パワーエレク
トロニクス 

大森 達夫 三菱電機 
開発本部 役員技監 

22.0
億円 

革新的構造材料 岸 輝男 東京大学名誉教授 
物質・材料研究機構顧問 

36.1 
億円 

エネルギーキャリア 村木 茂 東京ガス 
取締役副会長 

33.1 
億円 

次世代海洋資源調査
技術 

浦辺 徹郎 東京大学名誉教授 
国際資源開発研修センター顧問 

61.6
億円 

課題名 PD名 PD所属 配分額 

自動走行システム 渡邉 浩之 トヨタ自動車 
技監 

25.4
億円 

インフラ維持管理・更
新・マネジメント技術 

藤野 陽三 横浜国立大学 
先端科学高等研究院 上席特
別教授 

36.0
億円 

レジリエントな防災・
減災機能の強化 

中島 正愛 京都大学 
防災研究所 教授 

25.7 
億円 

次世代農林水産創造技
術 

西尾 健 法政大学 
生命科学部 教授 

36.2 
億円 

革新的設計生産技術 佐々木 直哉 日立製作所 
研究開発グループ 技師長 

25.5
億円 

 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）の状況について 

・科学技術イノベーション総合戦略（平成25年6月7日閣
議決定）及び日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決
定）において、総合科学技術・イノベーション会議が司令
塔機能を発揮し、科学技術イノベーションを実現するため
戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）を創設する
ことを決定 
 

・内閣府において「科学技術イノベーション創造推進費」
を計上し（財源は各省から拠出し、総務省拠出額は14.0
億円）、平成26年度予算において500億円を確保 
 健康・医療戦略推進本部が総合調整を実施する健康医療
分野については35％とすることとし、残り325億円を下
記のとおり配分 
  

平成26年度のSIP課題・配分額等 

ＰＤ（プログラムディレクター） 
（内閣府に課題ごとに置く） 

総合科学技術会議 

ガバニングボード 

課題ごとに以下の体制を整備 

課題ごとの推進委員会 
ＰＤ（議長）、担当有識者議員、 
内閣府、関係省庁、外部専門家 

関係省庁・研究主体 

内閣府の支援体制を
拡充 
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※ 橙色の課題は総務省に関連するもの  



27 府省横断型の研究開発の推進 
～戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）～ 

革新的燃焼技術 

革新的構造材料 

次世代農林水産創造技術 

革新的設計生産技術 

エネルギーキャリア 

自動走行 インフラ維持管理 防災・減災 

※ 戦略的イノベーション創造 

   プログラム（SIP） 

• 総合科学技術・イノベーション
会議が主導する、府省・分野の
枠を超えた研究開発（平成26
年度予算：500億円） 

• 平成26年5月の総合科学技
術・イノベーション会議におい
て、10の課題と配分額を決定 

スマートなインフラ維持管理
に向けたICT基盤の確立 
(H27予算案：1.5億円） 

次世代衛星通信技術
に関する研究開発 
(H27予算案：0.8億円） 

耐災害ICT研究センター、
最先端気象レーダーの開発 

（NICT） 

次世代ITSの確立に向け
た通信技術の実証 
(H27予算案：1.0億円） 

酸化ガリウムを
材料とする無線
通信用トランジ
スタの開発
（NICT） 

センサー 

社会インフラの効果
的・効率的な維持管
理 

歩車間通信
車車間通信

高速3次元観測が可能なフェーズ
ドアレイレーダーによるゲリラ豪雨
の検出 
 

NICT耐災害ICT 

研究センターにおけ
る災害に強いネット
ワークの研究開発 

車車間通信技術等を活用した
安全運転支援システムの実証 

大容量の海洋資源 
調査データ 

調査船 

陸上 
調査データ 

SIP:府省横断型の研究開発プロジェクト（10課題） 

総務省関連のプロジェクト 

連携  

次世代海洋資源調査 次世代パワエレ 



対象課題 プログラムディレクター 研究開発計画の基本的事項 配分額（億円） 

革新的燃焼技術 
 杉山 雅則 

トヨタ自動車 
 エンジン技術領域 領域長 

若手エンジン研究者が激減する中、研究を再興し、最大熱効率 50％の革新的
燃焼技術（現在は 40％程度）を実現し、 省エネ、CO2 削減に寄与。 
日本の自動車産業の競争力を維持・強化。 

20.0  

次世代パワー 
エレクトロ ニクス 

大森 達夫 
三菱電機 開発本部 

役員技監 

現状比で損失 1/2、体積 1/4 の画期的なパワーエレクトロニクスを実現し、 
省エネ、再生可能エネルギーの導入拡大に 寄与。 
併せて、大規模市場を創出、世界シェアを拡大。 

22.0 

革新的構造材料 
岸 輝雄 

東京大学名誉教授 
物質･材料研究機構 顧問 

軽量で耐熱・耐環境性等に優れた画期的な材料の開発及び航空機等への実機 
適用を加速し、省エネ、CO2 削減に寄与。 
併せて、日本の部素材産業の競争力を維持・強化。 

36.1 

エネルギーキャリア 
村木 茂  

東京ガス 取締役副会長 
再生可能エネルギー等を起源とする電気・水素等により、クリーンかつ経済 
的でセキュリティーレベルも高い社会を構築 し、世界に向けて発信。 33.1 

次世代海洋資源 
調査技術 

浦辺 徹郎  
東京大学名誉教授、国際 
資源開発研修センター顧問 

銅、亜鉛、レアメタル等を含む、海底熱水鉱床、コバルトリッチクラスト等 
の海洋資源を高効率に調査する技術を世界に先駆けて確立し、海洋資源調査 
産業を創出。 

61.6 

 自動走行システム 
渡邉 浩之 

ト ヨ タ自動車 顧問 

自動走行（自動運転）も含む新たな交通システムを実現。 
事故や渋滞を抜本的に削減、移動の利便性を飛躍的に向上。 

25.4 

 インフラ維持管理・更
新・マネジメント技術 

藤野 陽三 
横浜国立大学 先端科学高
等研究院 上席特別教授 

インフラ高齢化による重大事故リスクの顕在化・維持費用の不足が懸念され 
る中、予防保全による維持管理水準の 向上を低コストで実現。 
併せて、継続的な維持管理市場を 創造するとともに、海外展開を推進。 

36.0 

レジリエントな 
防災・減災機能の強化 

中島 正愛  
京都大学防災研究所教授 

大地震・津波、豪雨・竜巻等の自然災害に備え、官民挙げて災害情報をリアル
タイムで共有する仕組みを構築、予防力の向上と対応力の強化を実現。 25.7 

 次世代農林水産業 
創造技術 

 西尾 健 
法政大学生命科学部 教授 

農政改革と一体的に、革新的生産システム、新たな育種・植物保護、新機能 
開拓を実現し、新規就農者、農業・農村 の所得の増大に寄与。 
併せて、生活の質の向上、関連産 業の拡大、世界的食料問題に貢献。 

36.2 

 革新的設計生産技術 
佐々木 直哉 

日立製作所 研究開発 
グループ技師長 

地域の企業や個人のアイデアやノウハウを活かし、時間的・地理的制約を打 
破する新たなものづくりスタイルを確 立。企業・個人ユーザニーズに迅速に
応える高付加価値な 製品設計・製造を可能とし、産業・地域の競争力を強化。 

25.5 

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）について 28 

※ 全体に網掛けした課題は総務省に関連するもの  

http://www.nict.go.jp/index.html


総務省における標準化活動について 
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標準化の意義について 

・実用化、製品化 

・サービス普及 

・国際展開 

基
礎
研
究 

研究開発／実証試験の実施 

知的財産権の確保／利用者ニーズの動向 

標準化活動の推進 規格の 

確定 

標準化の位置付け 

1) 消費者・利用者の視点 
   【選択肢の拡大】 ： オープンな標準の採用、多様な事業者の参入による選択肢の拡大、コストの低減 
   【安全性などの確保】 ： 信頼性、安全性などに関する一定の基準を標準化することにより、消費者、利用者を保護  

2) 国際競争力の向上の視点 
   【市場規模の拡大】 ： 同一の基準を採用する国、企業の参入による市場規模の拡大 
   【競争力の強化】 ： 日本の技術、サービス戦略に沿った標準の普及による製造コスト等の低減や国際競争力の強化 

消費者、利用者の視点 企業の国際競争力の向上の視点 

〔FAXの例〕 
高品位FAXの標準化による 

グローバル市場での競争力確保 

〔電話の例〕 

異なるメーカの端末の間で良好な通話を実現 

世界共通番号により、国際通話が可能 

C社端末・・・・・ B社端末 A社端末 

相互通話 

統一した電話番号の体系等 

ITU-T勧告に基づく通信 

○ 高品位FAXの通信規格を、他国に先駆けて日本が提案。 

  ⇒ 1980年に標準化。（ITU-T勧告 T.30） 

○ 1980年代、日本企業が世界のFAX機器市場を席巻。 

相互通話 

標準化の意義 

標準化する技術の選定／標準化するタイミングの決定 
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情報通信分野における戦略的な標準化の推進 

○ 情報通信分野の国際標準化は、規格の共通化を図ることで世界的な市場の創出につながる重要な政策課題 

○ 国際標準の策定において戦略的にイニシアティブを確保することが、国際競争力強化の観点から極めて重要 

31 

重点分野を中心に、国際電気通信連合（ＩＴＵ）等におけるデジュール標準※１の国際標準化活動を

推進するとともに、近年その役割が拡大しているフォーラム標準※２の活動についても戦略的に支援 

国際標準化機関への対応 国内の関連会議との連携 

ＩＴ総合戦略本部、知的財産戦略本部、 
スマートコミュニティ・アライアンス  等 

ITU、ＩSO（工業標準一般の標準化団体）、 
IEC（電気・電子技術の標準化の国際団体） 等 

民間フォーラム等への対応 

IEEE（米国電気・電子技術学会）、 
W3C（インターネットの表示技術（ブラウザ） 
に関する標準化団体）          等 

関連する政府決定 

○ 日本再興戦略 改訂 2014 －未来への挑戦－ （平成26年6月24日 閣議決定） （抜粋） 

イノベーションの創出に当たっては（中略）知的財産の取扱いや標準化に向けた検討を戦略的に進めて行くことが必須である。（中略）
国富を最大化する観点から、知的財産・標準化の取組を強化していく。 

○ 知的財産推進計画 2014  （平成26年7月4日 決定） （抜粋） 

特定戦略分野における国際標準化戦略について、国際的な議論を主導するとともに、関係者による自律的な取組を推進する。 

※１ デジュール標準： 国際電気通信連合（ITU: International Telecommunication Union）等の公的な標準化機関によって策定された標準 
※２ フォーラム標準： 複数の企業や大学等が集まり、これらの関係者間の合意により策定された標準 

◆ スマートグリッド ◆ デジタルサイネージ ◆ 次世代ブラウザ ◆フォトニックネットワーク 

◆ 新世代ネットワーク（ネットワーク仮想化、M2M/センサーネットワーク）     等 

政府決定等に基づく標準化の重点分野 



独立行政法人通則法の改正について 
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  平成２７年４月１日 

 施行期日  

 
 
    （１）業務の特性を踏まえた法人の分類 
 
   ○ 全法人を一律に規定している現行制度を見直し、業務の特性に対応して法人のマネジメントを行うため、 
    三つの分類（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人）を設ける。 
 

  （２）ＰＤＣＡサイクルが機能する目標・評価の仕組みの構築 
 
   ○ 主務大臣の下での政策のＰＤＣＡ（注）サイクルを強化し、目標・評価の一貫性・実効性を向上させる。 
                     注：ＰＤＣＡ：Ｐ（Plan：目標、計画）→Ｄ（Do：実施）→Ｃ（Check：評価）→Ａ（Action：改善） 

       ・政策責任者である主務大臣が、国立研究開発法人を含めて評価を実施。独立行政法人評価制度委員会は、主務大
臣による業績評価結果等を点検 

       ・国立研究開発法人については、主務大臣の研究開発の事務及び事業に関する評価に対して意見を述べる研究開発
に関する審議会を各府省に設置   

       
   （３）法人の内外から業務運営を改善する仕組みの導入 
 
   ○ 法人の内外から業務運営を改善し得るよう、法人内部のガバナンスを強化するほか、主務大臣による是正

措置を整備する。 

 

法律の概要  

   独立行政法人が、独法制度導入の本来の趣旨に則り、国民に対する説明責任を果たしつつ、政策実施機能を最大限発揮できる
よう、法人運営の基本となる共通制度について見直しを行うもの。平成26年6月成立。 

独立行政法人通則法の一部を改正する法律 
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改正後の独立行政法人通則法における国立研究開発法人への規律 

NICTの次期中長期目標 

■ 独立行政法人通則法の改正により、平成２７年４月、ＮＩＣＴは国立研究開発法人に移行 
  平成２８年度からの第４期中長期目標を平成２７年度中に策定し、総務大臣が指示 

改正後の国立研究開発法人への規律 

２６年度 ２７年度 ２８年度 

国立研究開発法人 

第３期中期目標 （H23-27） 

現行体制 

 第４期中長期目標 

第４期科学技術基本計画 （H23-27）  第５期科学技術基本計画 政府全体 

ＮＩＣＴ 

体制： 

目標： 

■ 主要業務として研究開発に係る事務及び事業を行う法人を国立研究開発法人として分類 

■ 長期性、不確実性、予見不可能性、専門性が高いという研究開発業務の特性を踏まえ、研究開発法人には下記の
目標管理の規律を適用 
 目標期間は５年～７年の範囲内とし、名称を「中長期目標」とする 
 主務大臣の判断をサポートするため、研究開発に関する審議会が目標設定、評価、終了時の見直しに関与 
 総務大臣の求めに応じて総合科学技術・イノベーション会議が作成する指針案を、総務大臣が斟酌して目標設定・
業績評価に関する政府統一的な指針を策定（平成２６年９月策定済み） 
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現行の独法評価の仕組み 
今後の独法評価の仕組み 

（H27.4～） 

政策評価・独立行政 

法人評価委員会 

各省独法評価委員会 

独立行政法人 

（研究開発法人） 

二次評価 

一次評価 
報告 

（各事業年度業務実績、 

中期目標期間業務実績） 

独法評価制度委員会 

業績の自己評価 

点検 助言 

独立行政法人通則法の改正後のPDCAの仕組み 

独立行政法人 

（国立研究開発法人） 

主務大臣
の下での
ＰＤＣＡを
強化 

主務大臣 
研究開発に関する 

審議会（仮称） 

研究開発独法の所管
府省に専門の審議会
を新設（27年度） 

中長期 

目標の指示 中長期計画案
の策定 

認可 
業績評価の確定、 

組織・業務の 

所要措置の通知 
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